
参考資料２

廃棄物の処理及び清掃に関する法律等の関係条文（抜粋）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

（昭和四十五年十二月二十五日法律第百三十七号）

（産業廃棄物処理業）

第十四条 産業廃棄物（特別管理産業廃棄物を除く。以下この条から第十四条の三の二ま

。） 、で及び第十五条の四の二において同じ の収集又は運搬を業として行おうとする者は

当該業を行おうとする区域（運搬のみを業として行う場合にあつては、産業廃棄物の積

卸しを行う区域に限る ）を管轄する都道府県知事の許可を受けなければならない。た。

だし、事業者（自らその産業廃棄物を運搬する場合に限る 、専ら再生利用の目的とな。）

る産業廃棄物のみの収集又は運搬を業として行う者その他環境省令で定める者について

は、この限りでない。

２ 前項の許可は、五年を下らない政令で定める期間ごとにその更新を受けなければ、そ

の期間の経過によつて、その効力を失う。

３ 都道府県知事は、第一項の許可の申請が次の各号に適合していると認めるときでなけ

れば、同項の許可をしてはならない。

一 その事業の用に供する施設及び申請者の能力がその事業を的確に、かつ、継続して

行うに足りるものとして環境省令で定める基準に適合するものであること。

二 申請者が次のいずれにも該当しないこと。

イ 第七条第三項第四号イからホまでのいずれかに該当する者

ロ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第二条第六号 に規定する暴力

団員（以下この号において「暴力団員」という ）又は暴力団員でなくなつた日か。

ら五年を経過しない者（以下この号において「暴力団員等」という ）。

ハ 営業に関し成年者と同一の能力を有しない未成年者でその法定代理人がイ又はロ

のいずれかに該当するもの

ニ 法人でその役員又は政令で定める使用人のうちにイ又はロのいずれかに該当する

者のあるもの

ホ 法人で暴力団員等がその事業活動を支配するもの

ヘ 個人で政令で定める使用人のうちにイ又はロのいずれかに該当する者のあるもの

４ 産業廃棄物の処分を業として行おうとする者は、当該業を行おうとする区域を管轄す

る都道府県知事の許可を受けなければならない。ただし、事業者（自らその産業廃棄物



を処分する場合に限る 、専ら再生利用の目的となる産業廃棄物のみの処分を業として。）

行う者その他環境省令で定める者については、この限りでない。

５ 前項の許可は、五年を下らない政令で定める期間ごとにその更新を受けなければ、そ

の期間の経過によつて、その効力を失う。

６ 都道府県知事は、第四項の許可の申請が次の各号に適合していると認めるときでなけ

れば、同項の許可をしてはならない。

一 その事業の用に供する施設及び申請者の能力がその事業を的確に、かつ、継続して

行うに足りるものとして環境省令で定める基準に適合するものであること。

二 申請者が第三項第二号イからヘまでのいずれにも該当しないこと。

７ 第一項又は第四項の許可には、生活環境の保全上必要な条件を付することができる。

８ 第一項の許可を受けた者（以下「産業廃棄物収集運搬業者」という ）又は第四項の。

許可を受けた者（以下「産業廃棄物処分業者」という ）は、産業廃棄物処理基準に従。

い、産業廃棄物の収集若しくは運搬又は処分を行わなければならない。

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令

（昭和四十六年九月二十三日政令第三百号）

（一般廃棄物の収集、運搬、処分等の基準）

第三条 法第六条の二第二項の規定による一般廃棄物（特別管理一般廃棄物を除く。以下

この条及び次条において同じ ）の収集、運搬及び処分（再生を含む ）の基準は、次の。 。

とおりとする。

一 一般廃棄物の収集又は運搬に当たつては、次によること。

イ 収集又は運搬は、次のように行うこと。

（１） 一般廃棄物が飛散し、及び流出しないようにすること。

（２） 収集又は運搬に伴う悪臭、騒音又は振動によつて生活環境の保全上支障が

生じないように必要な措置を講ずること。

ロ 一般廃棄物の収集又は運搬のための施設を設置する場合には、生活環境の保全上

支障を生ずるおそれのないように必要な措置を講ずること。

二 一般廃棄物の処分（埋立処分及び海洋投入処分を除く ）又は再生に当たつては、。

前号イ及びロの規定の例によるほか、次によること。

イ 一般廃棄物を焼却する場合には、環境省令で定める構造を有する焼却設備を用い

て、環境大臣が定める方法により焼却すること。

（産業廃棄物の収集、運搬、処分等の基準）

第六条 法第十二条第一項の規定による産業廃棄物（特別管理産業廃棄物以外のものに限



るものとし、法第二条第四項第二号に掲げる廃棄物であるもの及び当該廃棄物を処分す

るために処理したものを除く。以下この項（第三号イ及び第四号イを除く ）において。

同じ ）の収集、運搬及び処分（再生を含む ）の基準は、次のとおりとする。。 。

一 産業廃棄物の収集又は運搬に当たつては、第三条第一号イからニまでの規定の例に

よるほか、次によること。

イ 産業廃棄物の積替えを行う場合には、第三条第一号ホの規定の例によること。

、 、ロ 産業廃棄物の保管を行う場合には 第三条第一号ヘ及びトの規定の例によるほか

当該保管する産業廃棄物の数量が、環境省令で定める場合を除き、当該保管の場所

における一日当たりの平均的な搬出量に七を乗じて得られる数量を超えないように

すること。

（ 。 。）二 産業廃棄物の処分 埋立処分及び海洋投入処分を除く 以下この号において同じ

又は再生に当たつては、次によること。

イ 第三条第一号イ及びロ並びに第二号イの規定の例によること。

ロ 産業廃棄物の保管を行う場合には、次によること。

（１） 第三条第一号トの規定の例によること。

（２） 環境省令で定める期間を超えて保管を行つてはならないこと。

（３） 保管する産業廃棄物の数量が、当該産業廃棄物に係る処理施設の一日当た

りの処理能力に相当する数量に十四を乗じて得られる数量（環境省令で定め

る場合にあつては、環境省令で定める数量）を超えないようにすること。

ハ 特定家庭用機器産業廃棄物（特定家庭用機器再商品化法第二条第五項 に規定す

る特定家庭用機器廃棄物のうち産業廃棄物をいう。次号カにおいて同じ ）の再生。

又は処分を行う場合には、第三条第二号ホの規定の例によること。

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則

（昭和四十六年九月二十三日厚生省令第三十五号）

（産業廃棄物収集運搬業の許可の基準）

（ 。）第十条 法第十四条第三項第一号 法第十四条の二第二項 において準用する場合を含む

の規定による環境省令で定める基準は、次のとおりとする。

一 施設に係る基準

イ 産業廃棄物が飛散し、及び流出し、並びに悪臭が漏れるおそれのない運搬車、運

搬船、運搬容器その他の運搬施設を有すること。

ロ 積替施設を有する場合には、産業廃棄物が飛散し、流出し、及び地下に浸透し、

並びに悪臭が発散しないように必要な措置を講じた施設であること。

二 申請者の能力に係る基準



イ 産業廃棄物の収集又は運搬を的確に行うに足りる知識及び技能を有すること。

ロ 産業廃棄物の収集又は運搬を的確に、かつ、継続して行うに足りる経理的基礎を

有すること。

（産業廃棄物処分業の許可の基準）

第十条の五 法第十四条第六項第一号 （法第十四条の二第二項 において準用する場合を

含む ）の規定による環境省令で定める基準は、次のとおりとする。。

一 処分（埋立処分及び海洋投入処分を除く。以下この号において同じ ）を業として。

行う場合

イ 施設に係る基準

（１） 汚泥（特別管理産業廃棄物であるものを除く ）の処分を業として行う場。

合には、当該汚泥の処分に適する脱水施設、乾燥施設、焼却施設その他の処

理施設を有すること。

（２） 廃油（特別管理産業廃棄物であるものを除く ）の処分を業として行う場。

合には、当該廃油の処分に適する油水分離施設、焼却施設その他の処理施設

を有すること。

（３） 廃酸又は廃アルカリ（特別管理産業廃棄物であるものを除く ）の処分を。

業として行う場合には、当該廃酸又は廃アルカリの処分に適する中和施設そ

の他の処理施設を有すること。

（４） 廃プラスチック類（特別管理産業廃棄物であるものを除く ）の処分を業。

として行う場合には、当該廃プラスチック類の処分に適する破砕施設、切断

施設、溶融施設、焼却施設その他の処理施設を有すること。

（５） ゴムくずの処分を業として行う場合には、当該ゴムくずの処分に適する破

砕施設、切断施設、焼却施設その他の処理施設を有すること。

（６） その他の産業廃棄物の処分を業として行う場合には、その処分を業として

行おうとする産業廃棄物の種類に応じ、当該産業廃棄物の処分に適する処理

施設を有すること。

（７） 保管施設を有する場合には、産業廃棄物が飛散し、流出し、及び地下に浸

透し、並びに悪臭が発散しないように必要な措置を講じた保管施設であるこ

と。

ロ 申請者の能力に係る基準

（１） 産業廃棄物の処分を的確に行うに足りる知識及び技能を有すること。

（２） 産業廃棄物の処分を的確に、かつ、継続して行うに足りる経理的基礎を有

すること。


